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東京都都市開発諸制度活用方針の制度創設の経緯とその成立要因について 

 

                   元東京都技監 河 島  均 

 

１ 都市開発諸制度活用方針とは何か 

 （公財）日本都市計画学会が 2016（平成 28）年に発行した「都市計画学アー

カイブス ＵＳＢメモリ版」で「都市開発諸制度活用方針（以下、「諸制度活用

方針」）」をキーワードとして検索してみると、2015（平成 27）年までに掲載さ

れた発表会論文、一般研究論文、学会誌「都市計画」、都市計画報告のいずれで

も、1件もヒットしない。発表会論文と一般研究論文は全文検索ができるので、

同様に検索してみると 4件の論文が抽出されたが、具体的プロジェクトの中で

言及されており、諸制度活用方針自体の意義を論じ評価をしたものではない。 

 一方で、東京都（以下、「都」）が進める都市づくり、とりわけ民間事業者に

よる都市開発を適切に誘導し、東京を魅力と活力にあふれた都市へと変革して

いくうえで、諸制度活用方針は極めて大きな役割を果たしている。たとえば、

大手町・丸の内・有楽町地区（以下、「大丸有地区」という。）で進められてい

る建替えによる機能更新の結果、ビジネスに特化したまちであった同地区は、

今日では平日・休日を問わず東京の中でも有数のにぎわいのあるまちに変貌し

ているが、諸制度活用方針がなければこうしたまちづくりは実現していなかっ

たといっても過言ではない。 

 都のホームページによれば、都市開発諸制度とは「公開空地の確保など公共

的な貢献を行う建築計画に対して、容積率や斜線制限などの建築基準法に定め

る形態規制を緩和することにより、市街地環境の向上に寄与する良好な都市開

発の誘導を図る制度のこと」とされ、「特定街区」、「再開発等促進区を定める地

区計画（以下、「再開発等促進区」）」、「高度利用地区」、「総合設計」の 4制度が

該当する。 

 これらの制度は、それぞれ「東京都特定街区運用基準（以下、「特定街区運用

基準））」、「東京都再開発等促進区を定める地区計画運用基準（以下、「再開発等

促進区運用基準」）」、「東京都高度利用地区指定方針及び指定基準（以下、「高度

利用地区指定方針・基準」）」、「東京都総合設計許可要綱（以下、「総合設計許可

要綱」）」に基づき、個別のプロジェクトに対し具体的な運用がなされている。

いずれも容積率などの規制緩和をインセンティブとして良好な都市開発の誘導

を図るものであることから、プロジェクトが集積した場合当該エリアの機能集

積に与える影響は大きい。 

このため、緩和容積（容積率の緩和によって生まれる床）の使途を事業者任

せにするのではなく、諸制度活用方針によってエリアや拠点ごとに、それぞれ



2 

 

の地域特性や将来像をふまえ、緩和できる容積率の最高限度や緩和容積に整備

すべき建築物の用途（以下、「育成用途」）を制度横断的に定めることにより、

地域ごとに求められるメリハリのある機能集積を政策的に誘導しようとするも

のである。なお、諸制度活用方針には、その後の改定により、環境都市づくり、

防災都市づくり、福祉の都市づくりなど幅広い観点から、優良なプロジェクト

を誘導するための仕組みも整備され、活用の幅が拡がっている。 

 本稿では、学術の世界からはその重要性が十分認識されていないように思わ

れる諸制度活用方針について、制度創設に至る経緯をたどり、なぜ都独自の制

度がつくられるに至ったのかという政策的要因を明らかにすることにより、東

京の都市づくりになくてはならない政策手段となった諸制度活用方針の意義に

ついて、理解を深める一助としたい。 

 

２ 都市開発諸制度の縦割り運用からの脱却 

（１）制度ごとの独自運用 

都市開発諸制度の中で最も古い歴史を持つ制度は特定街区であり、都では

1964（昭和 39）年に都市計画決定された霞が関ビルが第一号となっている。次

に歴史のあるのは、市街地再開発事業の施行区域要件とされた高度利用地区で

あり、1971（昭和 46）年の江戸川橋地区が第一号となっている。三番目は、総

合設計制度であり、1976（昭和 51）年の日野大久保団地が第一号であるが、こ

れは第一種住居専用地域の絶対高さ制限を緩和する目的で適用されたものであ

り、容積緩和を受けたのは同年に許可を受けた第一勧業銀行本店が最初となっ

ている。最も新しい制度は再開発等促進区（制度創設当初の名称は再開発地区

計画）で、1990（平成 2）年に東雲地区が最初の都市計画決定を受けている。 

 これら 4制度はそれぞれ制度創設の目的が異なっており、運用についても制

度ごとに独自の発展を遂げてきた。1961（昭和 36）年の建築基準法改正により

創設された特定街区は、国が定めた特定街区計画標準に基づいて制度運用が行

われていたが、自治体としての主体的運用を図るため 1984（昭和 59）年に特定

街区運用基準が制定された。高度利用地区は当初容積率の緩和は認められてい

なかったが、1975（昭和 50）年の法改正により容積緩和が認められることとな

り、1976（昭和 51）年に国の指定基準が示され、都においてもこれに即した運

用がなされていた。その後、住宅の確保等に対する容積緩和が認められること

となり、1997（平成 9）年に都における高度利用地区指定方針・指定基準が定

められた。総合設計については、国が定めた総合設計許可準則を参考としつつ

独自の観点を盛り込んだ総合設計許可要綱（1976（昭和 51）年）に基づいて運

用が開始された。再開発等促進区は、当初は都の内規で運用されていたが、運

用の基準を明確にして制度活用の促進を図るため、1996（平成 8）年に再開発
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地区計画運用基準（その後、再開発等促進区運用基準に名称変更）が定められ

た。 

 したがって、各制度はそれぞれの制度の趣旨に基づき別個の考え方で運用が

なされていたといえる。 

 

（２）制度間連携による不均衡の是正 

 このように、都市開発諸制度の各制度は、いわば国の縦割り行政の流れの中

で別個の運用が行われてきたが、都においては、自治体レベルで運用する際に

制度間の不均衡が問題として意識されるようになった。 

 1983（昭和 58）年に創設された市街地住宅総合設計（市住総）は、緩和容積

以上の住宅を確保することにより適用が可能となるため使い勝手に優れ、制度

創設後総合設計の適用件数は飛躍的に増加した。下図は総合設計許可件数の推

移を示したものであるが、1980（昭和 60）年から許可件数は飛躍的に増加し、

中でも市住総の占める割合が非常に大きくなっている。1990（平成 2）年ごろ

をピークとするバブル経済の波に乗ってマンション建設が進められ、総合設計

が従来以上に活発に活用されていたことがわかる。 

 

 

 

 1996（平成 8）年の制度改正により都心居住型総合設計（都住総）が創設さ

れる前は、総合設計の容積緩和は最大 300％であったが、高度利用地区の容積緩

和は 1995（平成 7）年の建設省通達以前は最大 150％であり、事業者にとって

は高度利用地区に比べて総合設計の有利性は顕著であった。このため、事業者

から市街地再開発事業の容積緩和を高度利用地区によらず総合設計によって行
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図１ 総合設計年度別タイプ別許可件数（件数） 

             （出典：東京都資料から作成） 

一般型 市住総  都心居住 再開発方針適合 

業務商業型 複住総 共同住宅建替型 大規模空地型 
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いたいとする要望が多くみられるようになった。市街地再開発事業は個人施行

を除けば都市計画決定が必須であり、施行区域には高度利用地区の指定が要件

となっていた（註 1）ことからすれば、容積緩和も都市計画で受けることが自然

であるが、土地の有効高度利用によってより有利な権利変換を実現できるので

あれば、市街地再開発組合などの事業者が、高度利用地区より有利な総合設計

の建築許可を受けて事業を進めたいと考えることも当然のことといえる。 

 しかしながら、同じ空地をダブルカウントして容積緩和を行うことは公共貢

献の評価として認めがたいものであるとともに、都市計画の決定手続きと建築

許可の手続きは全く別個のものであるため、一つの市街地再開発事業に対して

これら二つの手続きを法律的な整合を保ちながら進めることには大きな課題が

残る（註 2）。したがって、こうした制度間の不均衡を是正することは、制度運

用の担当部局にとって急務となっていた。 

 一方、1995（平成 7）年の都市計画中央審議会答申「都市居住のための土地

の有効利用の推進方策はいかにあるべきか」を受けて、幅広く都心居住推進策

が講じられることとなり、都市開発諸制度についても住宅建設を促進する仕組

みの強化が求められていた。こうした状況を背景として都においては、1996（平

成 8）年に総合設計許可要綱改正⑴及び再開発地区計画運用基準制定⑵、1997（平

成 9）年に高度利用地区指定方針・指定基準制定⑶及び特定街区運用基準改正⑷

がほぼ 1年間の間に立て続けに行われた。同時期に都市開発諸制度の運用基準

の改正・整備が集中的に行われたことにより、制度間の不均衡を是正し、本来

の目的に即したバランスのとれた制度改正が可能となったのであるが、行政分

野では異なる制度相互の連携調整は必ずしも容易ではない中で、こうした根拠

法令を異にする制度相互の関係を横断的に調整し、自治体として整合のとれた

制度運用を図ろうとする取組があったことは、その後の都市開発諸制度活用方

針の成立につながるものであったといえる。 

 

３ 区部中心部の業務商業施設をめぐる政策変化 

（１）多心型都市づくりにおける都心部への対応の遅れ 

 1980年代以降、都の都市政策の基本的な考え方は、経済成長や都市化の進展

とともに都心部に集中する業務機能を抑え副都心や多摩の「心」に分散立地さ

せ、職と住のバランスのとれた多心型都市構造を目指すというものであった。

しかしながら、多心型都市構造論は、都心部に集中する業務機能の分散を図る

政策であるが故に、東京の経済活動の要である都心部の業務商業機能に対する

明確な方針を示しえないという課題を内包していた。 

 1980年代後半に生じたバブル景気は都心部の著しい地価高騰を招き、土地投

資に向けられた潤沢な資金力を背景に、いわゆる地上げと呼ばれる強引な小規



5 

 

模土地の買収・統合なども行われ、住居系から業務系用途への無秩序な土地利

用転換を加速させた。その結果、都心部からの人口流出が顕著になるとともに、

バブル崩壊後に地上げの中断により虫食い土地が残されるなど、職と住のバラ

ンスとは程遠い土地利用上の歪みを生じさせることとなった。 

 一方、戦前から我が国を代表するビジネス街が形成された大丸有地区では、

建設年次の古いオフィスビルが多く、設備等の老朽化、床面積不足、インテリ

ジェント化の後れなど、国際的ビジネス環境という観点からみると多くの課題

を抱えたまま、建物の更新が容易には進められない状況にあった。 

 

（２）区部中心部への政策対応 

こうした社会的背景の下で、都庁内では職と住の均衡のとれた都市づくりを

進めるためには業務商業機能のあり方について都としてのスタンスを明確にす

る必要があるとの問題意識が高まり（註 3）、1993（平成 5）年、東京都都市計

画審議会による「東京における土地利用の基本方針について」の答申において、

今後検討すべき事項として、業務商業施設マスタープランの策定と都市開発諸

制度の適切な運用が掲げられた。 

これを受け、都は 1994（平成 6）年、業務商業施設の適切な誘導・規制を図

るための指針として「業務商業施設マスタープラン」を策定した。1997（平成

9）年には、「区部中心部整備指針」を策定し、従来総合的なまちづくり計画の

空白地帯であり、バブル経済によるコミュニティの崩壊など様々な問題を抱え

ることとなった区部中心部（概ね副都心の内側の区域）について、初めて都心

（更新都心・再編都心）、都心周辺部、都心近接居住推進地域の区分を行い、そ

れぞれの整備の方向性を明らかにした（それ以前は、漠然と「都心部」という

用語が使われていたが、その明確な定義はなされていなかった。）。 

特に大丸有地区が含まれる更新都心については、業務機能に特化した CBD

（Central Business District）から世界に開かれた多様で魅力的な諸機能を備え

た ABC（Amenity Business Core）としての役割を高めていくとした。 

 

（３）業務商業重点地区の指定と都市開発諸制度の運用方針 

区部中心部整備指針による都心の区域の明確化に先立ち、都は 1994（平成 6）

年に「副都心育成・整備指針」を、1995（平成 7）年に「多摩の『心』育成・

整備指針」を策定し、副都心や多摩の「心」の具体的な区域を示している。こ

れらの区域を前提に、1997（平成 9）年 4月、業務商業施設マスタープランに

基づく「業務商業重点地区の指定と都市開発諸制度の運用について」（以下、「諸

制度運用方針」）を公表した。 

業務商業重点地区として、都心、副都心（臨海副都心を除く。），多摩の「心」
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のほか、地域拠点なども加え 34地区が指定され、これらの地区について、業務

商業施設を育成・再編するため、都市開発諸制度を適用し、それぞれの地区に

ふさわしい育成用途を整備するプロジェクトに対し容積緩和の上限値を引き上

げることとした。なお、都心重点地区については、緩和容積の部分は事務所と

してはならないこととされ、これに対応して交流施設、文化施設、活性化施設

を育成用途とすることが定められた。 

なお、住居系用途地域では業務商業施設は基準容積率の範囲内とすること、

及び区部中心部では原則として都心以外においても容積率の割増部分を事務所

にはできないこととされた。 

諸制度運用方針の約 5か月後の同年 9月には、「副都心業務・商業市街地ゾー

ンにおける育成用途について」が公表され、各副都心の育成用途が、それぞれ

の地域特性を踏まえて新宿、渋谷では、文化施設、交流施設、生活支援施設と

し、池袋では業務施設、文化施設、交流施設とすることなどが決定された。ま

た、業務商業重点地区内で都市開発諸制度を適用する場合、上限値の引き上げ

により増加した緩和容積の部分については育成用途としなければならないこと

が定められた（従来の上限値の範囲内については特に制約は受けない。）。 

 

４ 公民協調の大丸有地区まちづくりとの連動 

バブル景気絶頂の 1988（昭和 63）年 、丸の内地区の老朽ビルの更新のため、

高さ 200ｍ程度の超高層ビル群を建設し世界有数の国際金融業務センターを目

指す「丸の内再開発計画」（通称「マンハッタン計画」）が発表されたが、皇居

周辺の景観阻害や東京の一極集中・地価高騰の激化などの懸念から大きな議論

を呼んだ。その結果、まちづくりを進めるためには、政策面との整合性を保つ

とともに、地元地権者がまとまることの必要性が認識され、大丸有地区まちづ

くり協議会（以下、「大丸有協議会」）が設立された。 

その活動の中で、都心の再開発を具体化するには、高い透明性と説得性が必

要であり、そのためには民間だけでなく行政も含めた公民の認識の共有化が不

可欠と考えられるようになった。1996（平成 8）年、時代の変化にあわせた都

心に相応しい魅力あるまちづくりを地元と行政が一丸となって公民協調のまち

づくりにより進めるため、大丸有協議会と東京都、千代田区、ＪＲ東日本の 4

者によって大丸有地区まちづくり懇談会（以下、「大丸有懇談会」）が設置され

た。大丸有懇談会は、1998（平成 10）年 2月、地区の将来像や整備方針・手法

などからなる「ゆるやかなガイドライン」を発表し、さらにそれを発展させ、

2000（平成 12）年、「まちづくりガイドライン」を策定するに至った（その後 4

回改定）⑸。 

大丸有地区の機能更新の先駆けとなった東京駅前の丸ビルの建替えプロジェ
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クトは、大丸有懇談会によるまちづくりの検討や諸制度運用方針の検討と時を

同じくして準備が進められ、諸制度運用方針や大丸有地区まちづくりガイドラ

インの策定を踏まえ、特定街区の都市計画手続きが進められた。丸ビルの建替

えでは、用途地域の容積率が当時 1000％指定のところ（註 4）、特定街区（1998

（平成 10）年 6月決定告示）により容積率 1437％を可能とし（註 5）、1000％

を超える部分は、会議室、ホールなどの交流施設及び商業施設などの非業務の

育成用途となっており、諸制度運用方針を踏まえたものとなっている。 

この都市計画手続きが開始される直前の 1997（平成 9）年 12月に事業者から

提出された文書では、大丸有地区まちづくり懇談会により形成されてきた公民

協調のまちづくりの理念や方針に沿った建て替えを進めることとするとともに、

今後のスケジュールとして、丸ビル以降の建替えに向けて、大丸有地区まちづ

くりのゆるやかなガイドラインをガイドラインへ発展させ、都市開発諸制度の

適用の検討を並行して進めていくことが示されている。こうしたことから、そ

の後の大丸有地区まちづくりの進展と同地区における育成用途の急拡大はこの

諸制度運用方針がスタートラインになったということができる。 

 

５ 都市づくりビジョンによる政策誘導型都市づくりへの転換 

 諸制度運用方針決定後、都政においては石原慎太郎知事の就任（1999（平成

11）年）があり、2001（平成 13）年には多心型都市構造から環状メガロポリス

構造へ都市づくりの転換を図る「東京の新しい都市づくりビジョン」（以下、「都

市づくりビジョン」という。）が策定された。これにより、都心と副都心を含む

センター・コア・エリア（概ね首都高速中央環状線の内側の区域）の国際的ビ

ジネスセンターとしての役割が明確に位置づけられ、我が国の政治・経済を牽

引する高次の中枢管理機能のほか、居住機能をはじめ、商業、工業、文化、交

流など多様な機能の集積のメリットを十分に発揮することとされた。 

 また、都市づくりビジョンでは、国際的な都市間競争の激化、人口減少時代

の到来などの社会経済の大きな変化を受けとめ、自ら主体的に都市再生を図っ

ていくため、都市づくりの取組姿勢をこれまでの問題解決に追われる需要対応

型から、めざすべき都市像を明確にして、その目標に向かって戦略的に都市づ

くりを進める政策誘導型に転換していかなければならないとした。そして、都

市開発諸制度は、センター・コアの再生などの主要なツールとされた。 

都市づくりビジョンを受けて 2002（平成 14）年に東京都都市計画審議会から

出された答申「東京における土地利用に関する基本方針について（東京の新し

い都市づくりビジョンを踏まえた土地利用のあり方」では、「政策誘導型の都市

づくりを推進していくためには、用途地域、地区計画及び特定街区など多様な

土地利用制度を機能的に連携させ、それぞれの制度の特色を生かしながら、土
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地利用の展開を図っていくことが必要」とし、「育成すべき用途の誘導、計画的

土地利用転換の推進、敷地の統合化と防災性の強化、都心居住の推進などとい

った政策目標を実現するため、特定街区、高度利用地区、再開発地区計画等の

容積率の特例制度について、それぞれの制度の運用改善を図っていくべき」と

した。 

これらを踏まえ、2003（平成 15）年、都市づくりビジョンに示された地域や

拠点それぞれの将来像に応じたメリハリのある制度運用を図るため、「新たな都

市づくりのための都市開発諸制度活用方針」（以下「諸制度活用方針」という。）

が定められた。 

 

６ 諸制度活用方針の概要 

（１）整備区分と整備の方向性 

 諸制度活用方針では、都市づくりビジョンで示された地域ごとの将来像を実

現していくため、整備区分を設定しそれぞれの区分ごとに都市開発諸制度の戦

略的活用を図ることとしている。 

 センター・コア・エリアの整備区分（図 2）とそれに対応する都市開発諸制度

活用の考え方は次のとおりである。 

① 都心等拠点地区 

拠点のうち、交通結節性が高く、首都としての行政機能、企業の中枢的業

務機能、大規模な商業施設等が高度に集積し、東京の都市構造を構成する骨

格となる地区で、東京を代表する国際的ビジネスセンターなどの場として、

質の高い都市活動空間の形成を目指す。 

 都市開発諸制度の適用に当たっては、文化・交流施設や、商業施設などの育

成用途の整備を条件とする（逆に、住宅は育成用途としない。）ことにより、

地域の魅力を向上させ、活性化を図ることとする。なお、諸制度運用方針では

緩和容積を事務所などの業務床とすることができないとされた都心において

も、育成用途の整備に応じて一定の範囲において業務床とすることを可能とし

ている（註 6）。 

② 一般拠点地区 

地域の中心地として人々の活動や生活利便性を支え地域の就業の場とも

なる地区で、地域の特性に合わせた業務商業及び文化・交流などの機能集積

を目指し、生活や就業の場として、拠点性を高めていく。なお、一般拠点地

区は住宅地に隣接することが多いため、業務商業の集積はできるだけコンパ

クトなものとするなど周辺との調和を図ることが求められている。 

③ 複合市街地ゾーン 

「都心等拠点地区」の周辺で業務、商業、文化、交流、居住など多様な機
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能の集積により、利便性と快適性を備えた複合的都市空間の整備を促進する

地域で、地域の特性をいかした育成用途の整備を図るとともに、都心等に近

接した利点をいかし、職・住・遊の複合空間の形成を図るため、特に都心居

住を重視し、住宅を育成用途に加えることとしている。 

④ 職住近接ゾーン 

都市開発諸制度を活用して良好な都心居住を積極的に進める地域で、都市

計画的位置づけのある地域を除き、業務用途を目的とする都市開発諸制度は

適用せず、一部に残る第一種及び第二種低層住居専用地域についても、低層

住宅の良好な環境の保護を図るべき地域であるので、原則として都市開発諸

制度は適用しないこととしている。また、工業系用途地域で住宅開発に適用

する場合は、産業の育成を優先し、都市計画的な位置づけを前提とすること

とした。 

 

図２  センター・コア・エリア整備区分図（出典：都市開発諸制度活用方針） 

（２）育成用途の指定と適切な容積緩和 
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 地区ごとに促進すべき育成用途は表１のとおりであり、その具体的例示が併

せて示されている。業務施設は、都心及び副都心のうち都心、新宿、渋谷、上

野・浅草は育成用途とはされず、池袋、錦糸町・亀戸、大崎では育成用途とさ

れていること、池袋では商業が育成用途とされていないことなど、各拠点の今

後の機能導入戦略を反映したものとなっている。さらに、地域特性に応じた育

成用途が表２のようにより詳しく示されている（都心、都心周辺部の抜粋）。 

 

表１ 地区ごとに促進すべき育成用途一覧（出典：都市開発諸制度活用方針） 

 

 

表２ 地域特性に応じた地区別育成用途（出典：都市開発諸制度活用方針） 

 諸制度活用方針は、以上のような整備区分と地区別育成用途を前提として、
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都市開発諸制度の適用に当たって、地区ごとに育成用途の整備と容積の緩和の

度合いを関連付けることにより、それぞれの地区に望まれる育成用途の整備促

進を図り、地区の将来像の実現につながる機能集積を目指すものである。 

育成用途の整備と容積の緩和の関係を図３に示す。 

 

図３「育成用途を促進すべき地区と都市開発諸制度の運用イメージ（部分）」   

（出典：都市開発諸制度活用方針） 

 

５ 質の高いプロジェクト誘導に向けた諸制度活用方針の拡充 

 諸制度活用方針には、2008（平成 20）年 12月に環境都市づくり、2013（平

成 25）年 4月に防災都市づくり、2015（平成 27）年 3月に福祉の都市づくり

の章が追加された。都政の動きとの関連を見ると、2008（平成 20）年は、地球

温暖化対策のため大規模事業所に温室効果ガスの総量削減義務を課す環境確保

条例の改正があり、2013（平成 25）年は東日本大震災で大きな課題として認識

された帰宅困難者対策が急務となっており、2015（平成 27）年は、前年に消滅

可能性都市が公表されるなど少子高齢化対策が大きな社会的テーマとなってい

た。 

環境都市づくりでは、都市開発諸制度を活用するプロジェクトにおいては一

定レベル以上のカーボンマイナスの取組を求めるとともに、緑化率に応じた割

増容積率の増減を行い、メリハリのある緑化推進を図ることとしている。 

防災都市づくりでは、防災備蓄倉庫、自家発電設備の整備を求めるとともに、
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都心などで帰宅困難者のための一時滞在施設を整備した場合に容積率割増を可

能としている。さらに 2018（平成 30）年の改正では、防災の一環として無電柱

化を追加し、開発区域内における義務付けと開発区域外の無電柱化を公共貢献

として評価し容積率割増を可能とすることとした⑹。 

福祉の都市づくりでは、子育て支援施設や高齢者福祉施設等を整備する場合

に容積率緩和を可能とするとともに、子育て支援施設の整備について区市町村

との協議を事前に行うこととしている。 

また、2016（平成 28）年には、訪都外国人旅行者数の増加などを踏まえ、育

成用途に位置付けられる宿泊施設について、特段の容積率緩和を可能としてい

る⑺。 

このように近年の活用方針は、都市開発諸制度を活用するプロジェクトが都

市づくりを先導する役割を担うとの考え方から、より公共的な観点から質の高

い整備水準を求めるとともに、公共貢献の対象を幅広くとらえ、容積率の割増

をインセンティブとして、公共的価値の高い整備を誘導する政策手段となって

いるといえる。 

 

５ まとめ 

 諸制度活用方針は、都市開発諸制度について制度横断的な運用の考え方と取

扱い方針を定めることにより、制度間の均衡を保ちながら育成用途による機能

集積や高品質で公共的な貢献度の高い建築物の建設を促進して、都市づくりの

目標や市街地像の実現を図ろうとする制度である。 

 都のホームページによると、制度創設以来の都内における都市開発諸制度の

活用実績は、特定街区が 64件（2018（平成 30）年 3月末現在）、再開発促進区

が 79件（2017（平成 29）年 3月末現在）、高度利用地区が 166件（2016（平

成 28）年 3月末現在）、総合設計が 744件（2018（平成 30）年 7月末現在：都

所管分）であり、多数のプロジェクトに適用されている。都市開発諸制度では

ないが、2002（平成 14）年に創設された都市再生特別地区は 45地区（2018（平

成 30）年 7月末現在）となっており、都心部、副都心の大規模プロジェクトで

盛んに活用されている。 

 このように東京においては、容積緩和が得られる都市開発諸制度等を活用し

て進められるプロジェクトは極めて多く、都市開発に対する投資意欲は引き続

き高い水準を保っている。諸制度活用方針は東京が有する潜在力を引き出そう

とする旺盛な民間活力の存在を前提として成り立っているものであるが、諸制

度活用方針は国の制度にあるものではなく、都が東京の特性を踏まえて独自に

つくり上げた制度であり、かつ実効性の高い制度として機能している。 

本稿では、都において独自性の高い政策ツールとして諸制度活用方針が成立
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した主要な要因として、①縦割り運用から脱却、②業務商業施設をめぐる政策

変化、③公民協調の大丸有地区まちづくりとの連動、④都市づくりビジョンに

よる政策誘導型都市づくりへの転換の 4点を挙げた。 

諸制度活用方針は、都市開発に係る現場の動きを十分に踏まえた政策化への

継続的な取組により成立した制度であることが、行政施策としての有用性を高

め、その後の質の高いプロジェクトを誘導して幅広い行政課題に対応する制度

への発展を可能にしたといえよう。 

 都は、2017（平成 29）年に都市づくりビジョンに代わる「都市づくりのグラ

ンドデザイン」を策定した。これを踏まえた土地利用のあり方が東京都都市計

画審議会に諮問され、2018（平成 30）年 7月、「東京における土地利用に関す

る基本方針について（都市づくりのグランドデザインを踏まえた土地利用のあ

り方）」中間報告（案）が公表された。それによると、適用エリアの拡大、育成

用途の見直し、地域の課題解決に対する公共貢献の評価対象拡大など諸制度活

用方針改定の方向が打ち出されている。 

適用エリアを拡大して拠点機能の導入を幅広く進めるという点については、

諸制度活用方針の主目的の一つである職と住のバランスの確保という視点に留

意することが求められるが、中間報告（案）で打ち出された諸制度活用方針の

拡充は、従来以上に公共貢献の評価を幅広く行い、諸制度活用方針を東京の魅

力と活力を高める、より強力な政策手段にしようとする意欲的なものであり、

今後、速やかに政策化・具体化されていくことが重要であると考える。 

 

 

（註 1）現在は高度利用地区と同様の内容を持つ地区計画区域などに拡張されて

いる。 

（註 2）1997（平成 9）年に制定された高度利用地区指定方針・基準には、原則

として、高度利用地区の容積率の最高限度を用い、総合設計による容

積緩和は行わないこととされた。また、1996（平成 8）年の総合設計

許可要綱改正で、総合設計を高度利用地区と併用する場合には、容積

率の緩和の算定に用いる基準容積率は高度利用地区で緩和される容積

率の限度ではなく、高度利用地区を適用しない場合の容積率の限度と

するものとされ、高度利用地区に総合設計の容積緩和を上乗せできな

いことが明文化された。 

（註 3）「活力とゆとりのある都市「東京」の形成」（1992（平成 4）年 均衡の

とれた都市づくり検討プロジェクトチーム報告）は、東京が今後、活

力とゆとりのある都市として発展していくために必要となる業務商業

施設及びこれに関連する都市基盤施設の基本的なあり方を示すととも
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に、再開発地区計画、特定街区、総合設計などの都市開発制度を計画

的に誘導するための指針とする、「業務商業施設マスタープラン（仮称）」

の策定が必要とした。なお、これとは別の頁に「都市開発諸制度の運

用の充実」という項目があり、「都市開発諸制度」という用語は、均衡

ＰＴ報告の中で使われたのが始まりと思われる。 

（註 4）2004（平成 16）年の地区計画策定に併せた用途地域の見直しにより現

在は 1300％となっている。 

（註5）旧丸ビルのあったA街区で300％の容積割増、隣接するB街区から137％

を容積配分している。 

（註 6）政策変更の理由が諸制度活用方針の脚注に次のように記されている。

「・・・最近のビジネス活動においては、様々な機能を取り込んだ高

度な集積のある快適な就業環境が求められる反面、ＩＴ化や就業者一

人当たりのオフィス面積の増加など就業環境や就業形態の変化により、

業務床の増加がそのままインフラへの過大な負荷にならない場合があ

ることから方針を一部変更する。」 
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